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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の金融政策や経済対策等を背景とした企業収益の改善、

雇用の改善がみられ、景気は緩やかな回復基調で推移しました。しかしながら、円安に伴う物価上昇を背景とした

実質所得の伸び悩み等による個人消費マインドの低下や、欧州や中国など海外景気の下振れ等の不安要素もあり、

景気の先行きは不透明な状況で推移いたしました。

建設業界におきましては、復興関連事業や耐震補強事業をはじめとする公共工事の増加が見られますが、人材不

足問題の深刻化や、建設資材や労務費の高騰による収益率の低下等の問題は解消されておらず、依然として厳しい

受注状況が続いております。

このような状況のもと、当社グループにおきましては、企画・提案営業の強化による受注活動に努める等、売上

高の確保に努めてまいりました。

以上の結果、当社グループの業績につきましては、連結子会社であるセキスイハイム山陽株式会社において前年

同期の消費税増税後の反動による受注棟数及び引渡棟数減少からの回復がみられたものの、当社の建設工事及び設

備工事並びに連結子会社である三樹エンジニアリング株式会社の設備工事において前年同期に大型工事の完成があ

ったこと等から、連結売上高は前年同期比1.7％減の14,599百万円となりました。

しかしながら、利益につきましては、当社の建築工事において前年同期と比較して収益性の高い工事完成があっ

た影響や、連結子会社であるセキスイハイム山陽株式会社において前年同期と比較して引渡棟数の増加に伴い収益

確保ができたこと及び販売費及び一般管理費の抑制に努めた影響等から、連結営業利益は前年同期比73.0％増の

926百万円、連結経常利益は前年同期比88.4％増の941百万円、連結四半期純利益は前年同期比58.4％増の520百万

円となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

なお、下記のセグメント別営業利益には、セグメント間の内部取引に係る金額を含んでおります。

 

＜建設事業＞

建設事業セグメントに関しましては、建築工事において前年同期に大型物件の完成計上があったことから、売上

高は前年同期比10.6％減の3,875百万円となりましたが、前年同期と比較して収益性の高い工事完成があった影響

から、営業利益は前年同期比36.6％増の325百万円となりました。

 

＜設備事業＞

設備事業セグメントに関しましては、当社及び連結子会社である三樹エンジニアリング株式会社において前年同

期に収益性の高い大型工事の完成があったことから、売上高は前年同期比30.2％減の1,933百万円、営業利益は前

年同期比56.8％減の89百万円となりました。

 

＜住宅事業＞

住宅事業セグメントに関しましては、連結子会社であるセキスイハイム山陽株式会社において、前年同期の消費

税増税後の反動等による受注棟数及び引渡棟数減少からの回復がみられたことや、販売費及び一般管理費の抑制に

努めた影響等により、売上高は前年同期比13.6％増の7,574百万円、営業利益213百万円（前年同期は営業損失89百

万円）となりました。

 

＜不動産賃貸事業＞

不動産賃貸事業セグメントに関しましては、連結子会社である株式会社リブライフにおいて、前年同期と比較し

て賃貸物件の賃料収入が増加した影響等から、売上高は前年同期比24.8％増の846百万円、営業利益は前年同期比

86.0％増の195百万円となりました。

 

＜その他事業＞

その他事業セグメントに関しましては、平成26年10月に当社のゴルフ場運営事業を事業譲渡したことに伴い、売

上高は前年同期比7.1％減の370百万円となりました。しかしながら、営業利益につきましてはゴルフ場運営事業に

係るコストの減少や当社の太陽光発電施設の減価償却費の減少に伴い、前年同期比37.8％増の100百万円となりま

した。
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（２）財政状態に関する説明

①資産、負債及び純資産の状況

当第２四半期連結会計期間末の総資産につきましては、当第２四半期連結累計期間において連結子会社であるセ

キスイハイム山陽株式会社の販売用不動産売却に伴い、たな卸資産不が減少したこと等により、26,601百万円（前

連結会計年度末は26,798百万円）となりました。

負債につきましては、完成工事物件の工事代金回収等に伴い短期借入金が減少したこと等により、16,845百万円

（前連結会計年度末は17,604百万円）となりました。

純資産につきましては、四半期純利益による利益剰余金の増加等により9,756百万円（前連結会計年度末は9,193

百万円）となりました。

 

②キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローは、財務活動により789百万円、投資活動により306百万

円減少しましたが、営業活動により1,587百万円増加した結果、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現

金同等物（以下「資金」という。）は、1,727百万円（前年同四半期末937百万円）となりました。

 

主な要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、未成工事受入金の減少162百万円等

の減少要因がありますが、税金等調整前四半期純利益927百万円、たな卸資産の減少521百万円及び売上債権の減少

257百万円等の増加要因により、資金は1,587百万円の増加（前年同四半期は1,310百万円の減少）となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入116

百万円等の増加要因がありますが、有形固定資産の取得による支出424百万円等の減少要因により、資金は306百万

円の減少（前年同四半期は373百万円の減少）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入600百万円の

増加要因がありますが、長期借入金の返済による支出741百万円及び短期借入金の純減額500百万円等の減少要因に

より、資金は789百万円の減少（前年同四半期は879百万円の増加）となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想につきましては、平成27年２月12日の「平成26年12月期 決算短信」で公表いたしました通期連結

業績予想に変更はありません。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっております。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

会計方針の変更

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法は期間定額基準を継続適用する一方、割引率の決定方法については、従業員の平均残存勤務期間

に近似した年数に基づく割引率を使用する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映

した単一の加重平均割引率を使用する方法に変更しております。この変更による当第２四半期連結累計期間の期首

の利益剰余金及び損益への影響はありません。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 1,089,993 1,545,772 

受取手形・完成工事未収入金等 2,430,172 2,172,724 

たな卸資産 3,927,307 3,473,471 

繰延税金資産 166,035 166,070 

その他 478,279 462,824 

貸倒引当金 △1,669 △1,478 

流動資産合計 8,090,119 7,819,385 

固定資産    

有形固定資産    

建物・構築物（純額） 5,143,405 5,035,157 

機械・運搬具（純額） 1,519,775 1,423,238 

工具器具・備品（純額） 761,245 747,963 

土地 9,395,001 9,417,180 

リース資産（純額） 325,055 359,997 

建設仮勘定 147,769 303,993 

有形固定資産合計 17,292,253 17,287,530 

無形固定資産 49,437 92,689 

投資その他の資産    

投資有価証券 521,575 563,468 

破産更生債権等 4,912 5,782 

繰延税金資産 351,576 346,005 

その他 592,110 590,338 

貸倒引当金 △103,438 △103,453 

投資その他の資産合計 1,366,736 1,402,141 

固定資産合計 18,708,427 18,782,361 

資産合計 26,798,547 26,601,746 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金等 1,626,258 1,467,883 

短期借入金 3,350,000 2,850,000 

1年内返済予定の長期借入金 1,437,810 1,479,228 

リース債務 162,845 170,961 

未払法人税等 83,390 225,835 

未成工事受入金 1,929,117 1,766,737 

賞与引当金 100,785 111,193 

役員賞与引当金 11,500 － 

完成工事補償引当金 174,727 170,282 

工事損失引当金 82,934 83,712 

資産除去債務 28,738 27,478 

その他 720,731 695,880 

流動負債合計 9,708,839 9,049,194 

固定負債    

社債 200,000 200,000 

長期借入金 6,257,626 6,074,805 

リース債務 194,407 268,123 

退職給付に係る負債 340,799 358,563 

役員退職慰労引当金 284,830 271,423 

資産除去債務 221,354 223,416 

その他 396,798 399,686 

固定負債合計 7,895,815 7,796,018 

負債合計 17,604,655 16,845,212 

純資産の部    

株主資本    

資本金 764,815 764,815 

資本剰余金 705,825 705,825 

利益剰余金 6,452,487 6,929,580 

自己株式 △108,144 △108,351 

株主資本合計 7,814,983 8,291,869 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 65,190 88,072 

退職給付に係る調整累計額 3,443 4,549 

その他の包括利益累計額合計 68,633 92,621 

少数株主持分 1,310,275 1,372,043 

純資産合計 9,193,892 9,756,534 

負債純資産合計 26,798,547 26,601,746 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年６月30日) 

売上高 14,853,324 14,599,719 

売上原価 11,699,214 11,130,775 

売上総利益 3,154,110 3,468,944 

販売費及び一般管理費 2,618,420 2,542,254 

営業利益 535,690 926,689 

営業外収益    

受取利息 5,354 5,860 

受取配当金 3,127 4,007 

持分法による投資利益 1,870 21,907 

その他 10,235 18,532 

営業外収益合計 20,588 50,308 

営業外費用    

支払利息 37,607 31,415 

社債利息 1,539 280 

シンジケートローン手数料 3,000 3,000 

その他 14,708 1,146 

営業外費用合計 56,855 35,841 

経常利益 499,423 941,156 

特別利益    

固定資産売却益 30,121 － 

投資有価証券売却益 144 － 

特別利益合計 30,265 － 

特別損失    

固定資産売却損 823 9,182 

固定資産除却損 6,814 4,349 

投資有価証券売却損 269 － 

貸倒引当金繰入額 11,073 － 

特別損失合計 18,981 13,531 

税金等調整前四半期純利益 510,708 927,624 

法人税、住民税及び事業税 201,397 336,347 

法人税等合計 201,397 336,347 

少数株主損益調整前四半期純利益 309,310 591,276 

少数株主利益又は少数株主損失（△） △19,593 70,434 

四半期純利益 328,904 520,842 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 309,310 591,276 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 2,163 22,882 

退職給付に係る調整額 － 1,106 

その他の包括利益合計 2,163 23,988 

四半期包括利益 311,474 615,265 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 331,067 544,831 

少数株主に係る四半期包括利益 △19,593 70,434 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 510,708 927,624 

減価償却費 402,799 379,871 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11,263 △175 

賞与引当金の増減額（△は減少） △46,925 10,408 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9,800 △11,500 

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △402 △4,445 

工事損失引当金の増減額（△は減少） 27,214 778 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 21,909 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 19,129 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △288,103 △13,406 

受取利息及び受取配当金 △8,482 △9,867 

支払利息及び社債利息 39,146 31,695 

持分法による投資損益（△は益） △1,870 △21,907 

固定資産売却損益（△は益） △29,298 9,182 

固定資産除却損 6,814 4,349 

投資有価証券売却損益（△は益） 124 － 

売上債権の増減額（△は増加） △715,002 257,448 

たな卸資産の増減額（△は増加） △384,480 521,465 

仕入債務の増減額（△は減少） △529,487 △158,374 

未成工事受入金の増減額（△は減少） △143,107 △162,380 

その他 △39,515 △49,593 

小計 △1,176,495 1,730,301 

利息及び配当金の受取額 9,402 10,757 

利息の支払額 △39,744 △32,094 

法人税等の支払額 △320,372 △118,385 

保険金の受取額 220,000 － 

その他の支出 △3,000 △3,000 

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,310,209 1,587,579 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △657,983 △424,552 

有形固定資産の売却による収入 282,719 116,000 

資産除去債務の履行による支出 － △7,500 

無形固定資産の取得による支出 △384 － 

投資有価証券の取得による支出 △302 △6,856 

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,091 15,000 

その他 1,200 1,366 

投資活動によるキャッシュ・フロー △373,660 △306,542 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,135,000 △500,000 

長期借入れによる収入 565,000 600,000 

長期借入金の返済による支出 △668,158 △741,403 

社債の発行による収入 197,082 － 

社債の償還による支出 △200,000 － 

リース債務の返済による支出 △96,778 △95,302 

配当金の支払額 △43,785 △43,860 

少数株主への配当金の支払額 △8,666 △8,666 

自己株式の取得による支出 － △207 

財務活動によるキャッシュ・フロー 879,694 △789,440 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △804,175 491,596 

現金及び現金同等物の期首残高 1,741,797 1,236,358 

現金及び現金同等物の四半期末残高 937,621 1,727,955 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。
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